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１．事業承継を巡る状況 

（１）新型コロナウイルス感染症の経済への影響 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行（以下、「コロナ禍」という。）

により、我が国経済は大きな影響を受けた。特に４月-６月期は、感染拡大防止のための

外出自粛等による内需の下押しや主要貿易相手国での経済活動の停止等による外需の

大幅な減少等により、多くの産業が大きく落ち込み、リーマンショック時を上回る落ち込みと

なった（業況ＤＩ 図１）。特に影響が大きかったと言われるサービス業をみると、図２（業種別

業況ＤＩ）の通り、若干のばらつきがあるものの、ほとんどの業種が４月-６月期に大きく落ち込

んでおり、特に飲食、宿泊業の落ち込みが際立って大きい。 

 

（図１）企業規模別業況判断ＤＩの推移 

 
 

（図２）業種別業況判断ＤＩの推移（サービス業） 

 

引用（図１、２）：中小企業庁「中小企業白書（２０２１年版）」 
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他方、これらコロナ禍の我が国産業への影響を、令和２年度の企業の倒産件数と近年

の倒産件数の推移から見てみると、２０２０年（１～１２月）の倒産件数（７,８０９件、前年

比６.５％減）は、２年ぶりに前年比で減少となり、２０年ぶりに８,０００件を下回る低水準と

なっている。 

コロナ禍による企業経営への大きなダメージやそれによる倒産の増加が危惧された中で、

倒産件数が前年比で減少に止まった要因としては、持続化給付金や家賃支援給付金な

どの政府の金融支援策（※１）や、金融機関による実質無利子・無担保の新型コロナ対応

融資（※２）などが企業の資金繰りを支え、倒産の歯止めとなったためと考えられるが、現時

点（令和３年８月現在）においてもコロナ禍が続く中、引き続き注視が必要な状況となって

いる。 

（※１）持続化給付金については２０２１年２月末時点で４２３万件、５.５兆円の給付、

家賃支援給付金については２０２１年２月末時点で１０１万件、８,８００億円の給

付となっている。（中小企業白書２０２１より） 

（※２）２０２１年３月時点の銀行・信金の貸出平残は前年同月比６.３％増の５７９兆９

９４５億円と過去最高で、金額は３４兆円近く増加している（貸出・預金動向 速

報、日本銀行発表）。） 

 

（図３）企業倒産件数の推移 

 

  参考：（株）東京データリサーチ「全国企業倒産集計２０２０年報」 

 

 

（２）事業承継をめぐる状況 

中小企業庁の推計では、平均引退年齢である７０歳を超える中小企業経営者は約２

４５万人に達し、うち半数の１２７万人が後継者未定とされ、事業承継問題を放置すると

中小企業の廃業等の急増により、２０２５年頃までの１０年間に累計で約６５０万人の雇用

と、約２２兆円の国内総生産（ＧＤＰ）が失われる可能性があると指摘されている。これら中
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小企業経営者の高齢化と後継者不在の問題は、コロナ禍の状況下の２０２０年度（令和

２年度）においても、引き続き我が国の重要な課題となっており、中小企業経営者の平均

年齢は、更に上昇し高齢化は進展している。 

また、表５のとおり、中小企業経営者の高齢化の進展は特に地方において顕著となって

いる。 

 

（図４）中小企業経営者の平均年齢の推移     （表５）都道府県別中小企業経営者平均年齢（上位１０県） 

 

参考：中小企業庁「中小企業白書（２０２１年版）」                           引用：（株）東京商工リサーチ「社長の平均年齢は６２.４９歳、

高齢の社長ほど業績悪化が鮮明に 「全国社長の年齢調査」」 

 

 

中小企業白書によれば、２０２０年の休廃業・解散件数は４９,６９８件であり、調査以来

過去最多となっている。休廃業や解散は、倒産ではないとしても、我が国の貴重な経営資

源を持つ中小企業の多くがなくなることには変わりなく、我が国経済産業の大きな損失であ

り重要な課題である。 

これら休廃業・解散企業を経営者の年齢別の割合でみると、７０歳以上の経営者の割

合が直近で約６０％となっており、その割合は年々増加してきている。こうしたデータからは休

廃業や解散の要因の一つとして経営者の高齢化と後継者不在の問題があることが伺え

る。 

また、休廃業・解散企業の損益（当期純利益）の状況（図８）をみると、黒字の企業が６

割を超えていることが分かる。休廃業・解散を決断する要因は様々あり単純ではないもの

の、一定以上の業績を上げながら、経営者の高齢化や後継者不在により休廃業・解散を

決断せざるを得ない企業が多いとすれば残念なことであり、貴重な経営資源の散逸を防ぐ

意味からも、安易に休廃業を選択するのではなく、意欲ある次世代経営者や第三者に事

業を引き継ぐことを促す取組みが引き続き重要となってくる。 

同白書においても、事業承継は、引き続き我が国の大きな社会的課題であり、我が国

経済が持続的に成長するためには、中小企業が長年培ってきた事業のノウハウや貴重な経

営資源が適切に次世代に引き継がれることが重要である旨の指摘がなされている。 
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（図６）休廃業解散企業数の推移 

 

引用：中小企業庁「中小企業白書（２０２１年版）」 

 

 

（図７）休廃業解散企業の経営者の年齢 

 

 

参考：中小企業庁「中小企業白書（２０２１年版）」 
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（図８）休廃業・解散企業の損益（当期純利益） 

 

引用：中小企業庁「中小企業白書（２０２１年版）」 

 

（３）政府の対応 

政府においては、我が国の中小企業の事業承継に関する問題は、引き続き我が国経

済産業に係る最重要課題の一つとして位置付けられている。 

令和２年７月１７日に閣議決定された「成長戦略（実行計画及びフォローアップ）」では、

「７．地域のインフラ維持と中小企業・小規模事業者の生産性向上」の中で、事業承継に

関係する各種の施策を実施する旨が明記された。具体的記載内容としては、中小Ｍ＆Ａ

市場活性化のため事業引継ぎ支援センター（以下「センター」という。）と民間のＭ＆Ａ仲介

業者や民間プラットフォーマー事業者との連携の強化、同センターの民間登録支援機関の

前年度比１００社の増加、「中小Ｍ＆Ａガイドライン」の遵守の徹底、円滑な事業承継及

び新陳代謝を促すための事業承継税制の活用促進、同センターと主に親族内承継の支

援を行っていた事業承継ネットワークの機能を令和３年４月に統合し事業承継に関するワ

ンストップの体制を構築すること、などである。 

その他の主要な施策としては、中小企業庁では、令和２年３月に「中小Ｍ＆Ａガイドライ

ン」を公表し、中小企業者がＭ＆Ａによる第三者承継を安心して選択できるように、Ｍ＆Ａ

事業者等関係者が順守すべき事項等を定めた。具体的には、Ｍ＆Ａプロセスにおける確

認事項や適切な契約書のひな型の提示、テール条項の限定的な運用やセカンドオピニオン

の許容といったＭ＆Ａ事業者向けの行動指針の提示、仲介手数料（着手金／月額報酬

／中間金／成功報酬）の考え方や、具体的事例等が内容に盛り込まれており、Ｍ＆Ａ関

係者がこれら項目について理解し順守することを求めた。 
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令和２年６月には、産業競争力強化法が改正され、認定支援機関が行う事業承継に

関する業務にこれまでの第三者承継支援に加え親族内承継支援が追加された。これによ

り、令和３年４月１日から、事業引継ぎ支援センターと、親族内承継を含む支援・啓発業

務等を行っていた事業承継ネットワークの機能を統合し、事業承継に関するワンストップの

体制を構築することとなった。 

令和２年１１月には、中小企業庁は、「中小企業の経営資源集約化等に関する検討

会（座長山本昌弘明治大学教授）」を設置した。この検討会では、Ｍ＆Ａについて、従来

の経営者の高齢化を背景とした事業承継の円滑化という目的だけでなく、コロナ禍による経

営環境の変化への対応や、生産性向上という目的でもＭ＆Ａを活用し経営資源の集約

化等（統合・再編等）を推進する重要性が高まっているとの問題意識から、中小企業の経

営資源の集約化を進めるために必要な官民の取組について検討することとした。同検討会

には委員として清水至亮静岡県事業承継・引継ぎ支援センター統括責任者が参加し、オ

ブザーバーとして富樫透中小企業基盤整備機構事業承継・再生支援部長（最終回は中

沢孝雄部長）が参加している。同検討会は、令和２年１１月１１日から令和３年４月２８日

までの間に６回の会議が開催され、令和３年４月２８日には「中小企業の経営資源集約

化等に関する検討会取りまとめ（Ｍ＆Ａ推進計画）」として報告書が公表された。同取りまと

めの趣旨・内容としては、中小企業を当事者とするＭ＆Ａを円滑にかつ安心して実施できる

環境を集中的に整備するとともに、今後の取組の見通しを提供するために今後５年間に実

施することが求められる官民の取組を示すものとされている。内容は多岐にわたり、令和３年

度以降、関係者の具体的な取組みが求められている。 
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２．令和２年度事業引継ぎ支援事業の取組みと実績 

（１）センター及び全国本部の取組み 

令和２年度は、コロナ禍の影響等により、年度当初はセンターに寄せられる相談件数が

減少するなど、センター及び中小企業事業引継ぎ支援全国本部（以下「全国本部」とい

う。）の行う事業にも少なからず影響があった。しかし、コロナ禍の状況にあっても中小企業の

経営者の高齢化は進展しており、後継者不在企業等の事業承継支援への潜在的なニー

ズや重要性はむしろ増大しているとの認識のもと、センター及び全国本部では、政府の方針

等も踏まえ、事業引継ぎ支援事業の充実のため、様々な取組みを行った。 

主要な取組みは以下の通り。 

 

（後継者人材バンク） 

令和２年４月から、後継者人材バンクが全国４８か所のセンター共通の事業として開始さ

れた。この事業は、後継者のいない小規模事業者や個人事業主と、創業を希望する個人

（創業支援機関の講習等の受講者）をマッチングする事業である。この事業を活用すること

により、創業希望者は、創業初期の困難な事業立ち上げを円滑に行うことが可能となり、

一方、後継者のいない小規模企業や個人事業主は、意欲ある後継者に事業を引き継ぐ

ことで、自身の事業や取引先、雇用等を継続することが可能となる。全国本部では、本事

業が円滑に行われるよう業務マニュアルを整備するとともに、システムを一部改修し、適切な

案件管理を行えるようにした。各センターによる創業支援機関等との連携強化等の積極的

な取組みの成果もあり、令和２年度末における後継者人材バンクへの登録者は４,０００件

を超えた。 

 

（民間プラットフォーマーとの連携） 

令和２年７月、センターと民間プラットフォーマーとの連携の推進について中小企業庁が

公表。本連携のスキームに参加する民間プラットフォーマー３者が中小企業庁により採択さ

れ、令和２年度中には、各センターは、まず、このうち１社と先行的に連携を開始することと

なった。センター及び全国本部は、民間プラットフォーマーとの連携という新たな取組に際し、

具体的な連携スキームの検討調整、システム改修対応、規約の整備、合意書面の締結

など、様々な調整等を行い、令和２年１２月から実際の連携を開始した。 

具体的な連携の内容としては、民間プラットフォーマーを活用することを希望する相談者

の売り情報を民間プラットフォーマーが運営する事業承継のマッチングを行うプラットフォーム

上に掲載することにより、マッチングの可能性が広がることを期待する取組みとなっている。 

 

（データベースの拡充・改修等） 

全国本部が運用する２つのデータベース、事業引継ぎデータベース（以下「引継ぎＤＢ」と

いう。）及びノンネームデータベース（以下「ＮＮＤＢ」という。）については、センターにおけるマッ
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チング能力の向上、操作性・利便性の向上、制度変更への対応、セキュリティーの強化な

どの観点から、見直しや拡充等の改修を行っている。令和２年度に実施した主要な取り組

みは、以下のとおり。 

・ 令和３年４月から、センターと事業承継ネットワークが統合し、センターに新たに追

加・変更される業務が大幅に発生することに伴い、実績の報告に関するシステムな

ど、関連するシステム・データベースに関して様々な改修等を行った。 

・ 民間プラットフォーマーとの連携の実施のため、ＮＮＤＢのシステム改修を行った。民

間プラットフォームへの掲載する企業の情報をＮＮＤＢから円滑かつ簡便に連携先

企業へ提供するための工夫と改修を行うとともに、連携先企業とインターフェース等

の各種調整等を行った。 

・ コロナ禍において新規相談の大幅な増加が見込めない中で、滞留案件に改めて

着目し、マッチングの裾野の拡大を図るための機能向上を図ることを意図し、滞留

案件の掘り起しのため、引継ぎＤＢの期日管理機能について改修を行った。 

・ システムの検索機能等のレスポンス速度向上のためのシステム改修を行った。また、

カルテ検索のための機能拡充のための改修を行い、利便性の向上を図った。 

・ 本格的なＡＩを活用したマッチング機能の導入に向けて、令和２年度は導入に関す

る有効性評価のための事前のシステムのＦＳ調査を行った。令和３年度以降に本

格的なＡＩマッチング機能の導入を行う方向で検討中である。 

なお、引継ぎＤＢでは令和２年度末には、登録相談社数は ５７,７５４件（前年比１２

５％）に増加し、ＮＮＤＢ登録案件数も８,９０７件（前年比１４４％）に増加した。 

 

（登録民間支援機関との連携） 

各センターでは、事業引継ぎ案件の２次対応等を促進させるため、センターに登録してい

る登録支援機関等の増加に向けた取り組みを行った。各センターの地道な努力により、前

年と比較して、登録民間支援機関数及びマッチングコーディネーター数は、下記の通りいず

れも大幅に増加した（カッコ内は前年数）。 

  

■登録民間支援機関６１９機関（４９７、前年比１２５％）  

  【内訳】：金融機関３２８機関（２８１）、仲介業者等２９１機関（２１６） 

 

■マッチングコーディネーター７１９機関・専門家（４７１、前年比１５３％） 

 【内訳】：会計士・税理士法人２８８法人（１８６）、仲介業者等２９０機関（１８２）、弁

護士事務所８１事務所（６５）、金融機関２８機関（２２）、司法書士・行政書

士３２士業等専門家（１６） 
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（人材育成・研修の取組み） 

事業引継ぎ支援事業を行う上で、現場で相談者の対応や支援を行うセンター職員や関

係者の支援能力の向上のための研修・人材育成は極めて重要な課題である。全国本部

では、センターの業務等に関する研修の機会を提供しており、多くのセンター職員等が受講

し能力の向上に努めている。 

令和２年度は、コロナ禍を踏まえオンラインが中心となったが、全国本部が主催したセンタ

ー職員等関係者向けの研修については、２８回の開催で、１,４５５人の受講者となってい

る。内訳としては、センター向けデータベース研修及び業務研修が２７回の開催で、２８６人

の受講者。登録民間支援機関やマッチングコーディネーター向けのＭ＆Ａ研修がＷｅｂ形式

講座の開催により、１,１６９人の受講者となっている。 

 

（周知・広報の取組み） 

センター及び全国本部では、後継者不在の中小企業に、事業承継に関する意識を高

め準備を促すことや、事業引継ぎ支援センターの存在を認識してもらうこと等を目的として、

様々な周知・広報活動を行っている。 

令和２年度は、全国本部では、ＰＲ誌「ヒキツグ」の発行（１,３６５,０５０部）、ダイレクトメ

ールの送付（年間４回発送、合計１２３.９万通）、専用ＨＰの運営、事業引継ぎに関する

動画の作成・掲載、新聞広告の実施、等の幅広い広報活動を実施した。また、シンポジウ

ム「事業承継フォーラム」をオンライン形式で開催し、１,０００名を超える参加者を得た。 

更に、令和３年度のセンターの統合へ向けて、新センターの周知広報活動として、令和２

年度には、新聞広告の掲載、チラシ・ポスターの制作を実施した。 

また、各センターにおいては、センター独自のダイレクトメールや、地元新聞への広告掲

載、地元テレビ局でのコマーシャル等の取組を実施した。 

 

（現場でのマッチングの向上に向けた取組） 

事業承継に悩む中小企業者の方々の中には、身近な相談機関として金融機関に相談

する方も多い。このため、金融機関との連携を強化し第三者承継を希望する相談者を的

確にセンターに繋いでもらうよう、センターが主催し、金融機関との連携強化のために金融機

関連絡会議を開催している。また、県域をまたいだ広域マッチングの成約率向上に向けて、

近隣の複数のセンター（例えば北関東など）が集まり、案件を持ち寄り、マッチングに結びつ

ける情報交換会を実施している。 

地域の中小企業経営者に向けては、センターが出張する形で事業承継に関するミニセミ

ナーを地域で開催し、セミナー終了後に相談会を開催するなどして、事業承継に係る潜在

的なニーズを拾う地道な取り組みを行い、成果を挙げているセンターもある。これら会議等に

ついてもコロナ禍を踏まえ、オンラインも活用しながら実施している。 
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（よろず支援拠点、再生支援協議会との紹介等） 

 よろず支援拠点は幅広く中小企業者の相談を受ける機関であり、全都道府県に設置さ

れている。様々な相談を進める中で後継者不在等の悩みについても話がでてくることがあ

り、そうした場合に、よろず支援拠点からセンターへ紹介がなされることがある。令和２年度の

よろず支援拠点からセンターへ紹介された案件は、１４４件となっている。また逆に、センター

に相談に訪れた相談者の中に、他の中小企業支援を必要とする話がでた場合には、よろず

支援拠点を紹介するケースもある。令和２年度は１１６件を紹介している。 

また、再生支援協議会に寄せられる案件の中で、再生手法の一つとしてスポンサーを探

すケースがあり、そうした場合にセンターを活用するケースがある。令和２年度に再生支援協

議会からセンターへ紹介された案件は４７件となっている。また、センターに相談に訪れた相

談者の中に、重い債務超過の企業等がいた場合には相談者本人の了解のもと再生支援

協議会を紹介するケースがある。令和２年度は５０件を紹介している。 

なお、センターを訪れる相談者の主要な目的は、自社を第三者に承継させるためにＭ＆

Ａにより売却することである。このため企業再生が必要なほど重い債務超過の中小企業は、

自社をＭ＆Ａで売却し第三者に承継できるとは思わないケースが多く、そもそもセンターに相

談に来ないのが実態である。このため、再生支援協議会へ紹介できるような案件はもともと

少ないということに留意が必要である。 

 

（センター統合へ向けた各種の取組み） 

令和３年４月のセンターとネットワーク事業の統合は、センターの業務の範囲が大きく拡大

することに加え、業務実施の体制やデータベース・システムなども変更することとなり、様々な

準備が必要となる大事業である。全国本部及びセンターでは、令和２年９月頃から本格的

な準備に着手し、ネットワーク事業の業務を単に引き継ぐだけでなく、より効果的・効率的な

事業の実施体制の構築も念頭に、円滑な統合に向けた検討を開始した。 

全国本部では、中小企業庁やネットワーク事業受託機関であった野村証券などとの頻

繁な打ち合わせを行いつつ、標準的な事業内容の文書化、標準的な体制の検討と提示、

業務マニュアルの整備、関連するシステムの改修などを実施した。また、年度末にかけては

各センターへの説明や、各センター採用予定者への研修等を実施した。 

センターにおいては、新たな専門人材の採用、業務実施体制の整備、ネットワーク事務

局からのデータの移管、拡大するオフィスの整備等を実施した。特に、センター設置機関とネ

ットワーク事業設置機関が異なる都道府県では、相互の設置機関や経済産業局、都道

府県の関連部局も含めて、様々な調整を実施した。 

なお、これら統合に伴う調整の中で、愛媛県では、センターを設置する設置機関自体

を、商工会議所から県の財団に変更するという大きな体制変更が行われた。 

これら関係者の努力により、令和３年４月１日に「事業引継ぎ支援センター」は、「事業

承継・引継ぎ支援センター」にリニューアルされ、新たな事業を開始するに至った。 
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（２）事業の実績 

（相談社数・相談回数） 

令和２年度のセンターへの相談社数については、第１四半期はコロナ禍の影響により、例

年より減少したが、第２四半期以降は逆に増加に転じ、最終的には、１１,６８６社（対前年

度比１０１.５％）と、前年度を１％ほど上回り、件数としては過去最高をわずかに更新する

結果となった。コロナ禍の中でも、経営者の高齢化や事業承継に関する問題は引き続き中

小企業の喫緊の課題であることが改めて示された形となった。 

他方、一人の相談者に複数回の対応を行うケースを含めた相談回数では、４１,７５０件

（前年比１２３.８％）となり、前年度から２割以上の増加となった。１社あたりの平均相談回

数は、令和元年度には２.９３回だったものが、令和２年度は３.５７回となっており、各センタ

ーにおいては、一人の相談者に対しより多くの回数や時間をかけて対応を行っていることがわ

かる結果となった。こうしたきめ細かな対応が、相談社数がほぼ横ばいであった中で、成約数

が大きく増加（後述）したことの要因の一つとなっていると考えられる。 

また、相談社数の累計は６０,１９１件となった。 

 

 

 

（図９）相談社数 
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出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 
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（表１０）事業開始以降のセンター箇所、平均相談回数 

年度 ｾﾝﾀｰ箇所数 

（累計） 

相談社数 相談回数 １社あたりの 

平均相談回数 
（相談回数÷相談社数） 

事業引継ぎ

成約件数 

平成２３年度* ７箇所 ２５０ ３５２ １.４１ ０ 

平成２４年度 ９９４ １,４４８ １.４６ １７ 

平成２５年度 １０箇所 １,６３４ ２,３７４ １.４５ ３３ 

平成２６年度 １６箇所 ２,８９４ ４,１６９ １.４４ １０２ 

平成２７年度 ４６箇所 ４,９２４ ８,０６４ １.６４ ２０９ 

平成２８年度 ４７箇所 ６,２９２ １３,０５７ ２.０８ ４３０ 

平成２９年度 ４８箇所 

 

 

 

８,５２６ １８,６９１ ２.１９ ６８７ 

平成３０年度 １１,４７７ ２６,３７７ ２.３０ ９２３ 

令和元年度 １１,５１４ ３３,７３２ ２.９３ １,１７６ 

令和２年度 １１,６８６ ４１,７５０ ３.５７ １,３７９ 

合計（累計）  ６０,１９１ １５０,０１４ ― ４,９５６ 

＊平成２３年度は１０月から事業引継ぎ支援事業を開始したころから、６か月の事業実施期間として計上。 

 出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

（相談者の経路） 

相談者がセンターを訪れる際の経路は、ホームページからが約１７％、金融機関からの紹

介が約１６％、公的機関（商工会議所や商工会等）からが約１３％、全国本部が発送して

いるダイレクトメールからが約１０％となっている。 

ホームページを見てセンターを訪れる相談者の割合が若干増加し、地銀・信金等の金融

機関や、商工会議所等の公的機関からの紹介の割合が若干減少した。また、ダイレクトメ

ールによるものも例年とほぼ同じく約１割を占めている。 

 

（図１１）情報経路別相談割合 

 
 出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 
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（成約件数） 

令和２年度の事業引継ぎの成約件数は、１,３７９件（対前年度比１１７.３％）と前年か

ら２割近くの増加となった。令和元年度は事業開始以来初めて千件の大台を超えたが、令

和２年度もコロナ禍の状況にもかかわらず、成約件数は大きく伸び過去最高となった。制度

開始以来の累計では４,９５６件となった。 

センターによる取り扱い案件のベースとなる相談社数はほぼ横ばいであったが、センターに

よる各相談者へのきめ細かな対応や、後継者人材バンクの取組み、ＮＮＤＢ等を活用した

広域成約の取組み、外部機関との連携強化等などにより、成約にまで至った案件数が増

加し、最終的には過去最高の成約数を更新した。 

 

（図１２）事業引継ぎ成約件数 

 

 

（累計４,９５６件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

 

（譲渡企業の売上、従業員数、業種の状況） 

譲渡側企業を売上高別で見ると、売上高３０百万円以下が２７％、３０百万円超～１

億円以下が３５％、１億円超～５億円以下が３２％で、５億円以下の企業が全体の９割

超を占めている。売上高別の割合は昨年度と大きく変化しておらず、３千万円以上１億円

以下の企業の割合が若干増加したのみである。従業員数別にみると、１～５名が４８％、６

～１０名が２１％で、１０名以下の企業が全体の約７割を占めている。 

業種別にみると、製造業が２３％、卸・小売業が１８％とほぼ横ばいとなっている。また、

建設工事業が１３％と若干増加、コロナ禍の影響が大きい業種である飲食・宿泊業は、前

年度１１％に対し２年度１０％とほぼ横ばいとなっている。 

 

 

（件） 

0 17 33
102

209

430

687

923

1,176 

1,379

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600



15 

 

（図１３）譲渡企業 売上高別構成比（令和元年度、２年度比較） 

 

 

（図１４）譲渡企業 従業員規模別構成比（令和元年度、２年度比較） 

 

 

（図１５）譲渡企業 業種別構成比 （令和元年度、２年度比較） 

 

出所（図１３、１４、１５）：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 
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（譲受企業の売上、従業員数、業種の状況） 

一方、譲受側企業を売上高別で見ると、３０百万円以下が１３％、３千万円超～１億

円以下が２２％、１億円超～５億円以下が３０％、５億円超～１０億円以下の割合が１

１％となっている。譲渡企業では２％程度しかなかった１０億円超～５０億円以下が１５％

あり、５０億円以上の企業も８％あるなど、譲渡企業よりも大規模の企業が多くなっている。 

従業員数規模では、１～５名が２６％、６～１０名が１７％、１１～２０名が１６％、２１

～１００名が２３％を占めている。従業員２００名を超える企業も１０％あった。従業員数で

も譲渡企業と比べて、規模の大きい企業の割合が高くなっている。 

また、業種別では、製造業が２１％と横ばい、卸・小売業が１６％とやや減少、建設工事

業が１６％とやや増加となっている。コロナ禍の影響が大きかった飲食宿泊業は前年８％に

対し２年度７％とほぼ横ばいとなっている。 

 

 

（図１６）譲受企業 売上高別構成比 （令和元年度、２年度比較） 

 

 

（図１７）譲受企業 従業員規模別構成比 （令和元年度、２年度比較） 
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（図１８）譲受企業 業種別構成比 （令和元年度、２年度比較） 

 
出所（図１６、１７、１８）：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

（後継者人材バンク事業の実績） 

後継者人材バンクが令和２年度から全国４８か所のセンター全てに設置された。従前か

ら一部のセンターにおいて実施されており一定の効果を挙げていたが、令和２年度から全４

８センター共通の事業として実施することとなり、取り組みが加速された。令和２年度の実績

としては、登録者数が１,１６０件、累計の登録者数が４,０５５件となった。うち成約数は３６

件となっている。 

 

 

（図１９）後継者人材バンク登録者数の推移       （図２０）後継者人材バンク成約件数の推移 

出所（図１９、２０）：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 
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（３）目標及び達成状況 

（全体目標と達成状況） 

令和２年度における成約目標及び相談目標（譲渡相談）は、産業競争力強化法第１

３４条第１項に基づく指針に基づき、中小企業庁が策定した「令和２年度事業引継ぎ支

援事業に係る事業方針」に定められており、成約が１,７５０件、譲渡相談が５,２５０件とな

っている。全体の目標達成状況としては、成約件数は目標１,７５０件に対して、実績は１,３

７９件となった。譲渡相談件数は、目標５,２５０件に対して、４,７５０件となった。 

相談件数、成約件数ともに過去最高となったが、目標に対する達成率としては、相談が

７８．８％、成約が９０．５％となった。 

 

（表２１）事業方針に記載された目標値及び実績値 

  目標値 実績値 達成率 

成約 １,７５０ １,３７９ ７８.８％ 

相談（譲渡相談） ５,２５０ ４,７５０ ９０.５％ 

出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

（各センター毎の目標と達成状況） 

上記の目標値を、各センターの体制（人員等）や地域の状況（後継者不在企業数等）

等を勘案し、適正数に振り分け、センター毎の目標値が設定されている。各センターの達成

状況は、次のとおりであり、各センターの地道な努力により、譲渡相談件数では、１７箇所の

センターが目標を達成し、成約件数では、１３箇所のセンターが目標を達成した。また、譲

渡相談と成約件数の両方の目標数値を達成したセンターは、８箇所であった。 

 

（図２２）センター別譲渡相談件数及び成約件数 

 

出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 
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（表２３）令和２年度 相談、成約件数の目標及び実績及び成約時の従業員数 

 

 ※成約時の従業員数：不明な場合は集計対象外                   出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

（雇用確保人数） 

令和２年度の事業引継ぎの成約により、譲渡企業の従業員の雇用が確保されたと考え

た場合、合計で、約１万５千名の雇用が確保・維持されたこととなる。 

■は目標達成

引継ぎセンター
（参考）

相談件数
譲渡相談目標 譲渡相談件数 成約目標 成約件数

成約時の

従業員数(※)

北海道 303 158 86 53 46 271

青森県 154 72 56 24 6 137

岩手県 146 81 42 27 6 24

宮城県 180 95 80 32 17 287

秋田県 186 88 67 29 20.5 222

山形県 147 66 69 22 9 47

福島県 278 86 188 29 22.5 148

茨城県 179 105 105 35 22 303

栃木県 227 122 123 41 41 472

群馬県 245 102 90 34 17 101

埼玉県 471 155 172 51 52 509

千葉県 343 145 147 48 48 602

東京都 851 328 210 109 89.5 965

東京都多摩 179 111 75 37 19 160

神奈川県 262 149 90 49 46 469

新潟県 174 150 83 50 23 449

長野県 227 117 82 39 18 136

山梨県 159 65 83 22 18.5 57

静岡県 287 147 104 49 50 632

愛知県 322 159 164 53 57.5 1,331

岐阜県 151 99 71 33 23 343

三重県 245 97 103 32 23 333

富山県 150 71 81 24 24 383

石川県 180 101 80 34 30 264

福井県 212 70 74 23 17 98

滋賀県 115 83 48 28 18 115

京都府 204 97 96 32 26.5 246

奈良県 155 56 47 19 14 106

大阪府 711 175 434 58 62 1,260

兵庫県 149 53 53 17 8 287

和歌山県 157 59 45 20 10 25

鳥取県 117 109 52 36 22 183

島根県 163 95 97 32 20 109

岡山県 225 113 82 38 38.5 524

広島県 525 210 175 70 71.5 391

山口県 184 87 66 29 20 62

徳島県 153 59 42 20 22 113

香川県 328 103 116 34 35 212

愛媛県 111 87 23 29 12 96

高知県 307 85 193 28 27 183

福岡県 493 158 120 53 41.5 310

佐賀県 180 99 81 33 33 317

長崎県 183 122 123 40 40 334

熊本県 127 110 50 37 29 477

大分県 208 89 73 30 21.5 59

宮崎県 345 122 116 41 31 186

鹿児島県 95 38 32 13 4 4

沖縄県 193 102 61 34 27 349

合計 11,686 5,250 4,750 1,750 1,379　　 14,691
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３．令和２年度事業評価 

（１）評価の枠組み 

（評価の手順） 

各センターは、事業年度終了後に「事業報告書」及び「自己評価」を、経済産業局へ

提出する。中小機構全国本部は、経済産業局を経由してセンターから提出を受けた、「事

業報告書」及び「自己評価」に基づき、各センターの評価を実施し、評価報告書をとりまと

め、アドバイザリーボードに諮ったうえで、経済産業大臣あてに提出する。 

経済産業省（中小企業庁）では、ＨＰ上で評価結果を公表している。 

また、各センターの評価結果は、経済産業局を経由して各センターにフィードバックされ、

各センターは評価結果をもとに、事業運営の改善等に取り組むこととなる。 

なお、評価結果は、中小企業庁及び経済産業局における来年度の委託費の各センタ

ーへの予算配分の際に一定の考慮がなされることがある。 

 

（評価方法・項目等） 

令和２年度の事業評価については、令和２年２月に開催された「中小企業事業引継ぎ

支援全国本部アドバイザリーボード」に諮り決定した評価方針及び評価方法に基づき実施

する。 

評価方法に記載された具体的な評価項目は、事業の定量的な評価の項目である「１．

案件対応に関する事項」、事業の定性的な項目である「２．目標達成に向けた取り組

み」、センターの運営に関する項目である「３．事業引継ぎ支援センター運営」の、大きく３つ

に分かれている。定量項目が１２０点、定性項目が５０点、センター運営に係る項目が３０

点の配点で、合計で２００点満点となっている。具体的には以下の通り。 

 

【事業の定量的評価項目】（１２０点） 

・ 案件対応に関する事項として、①相談件数、②成約件数の数値をもとに定量的

に評価。 

【業務の定性的評価項目】（５０点） 

・ 目標達成に向けた取組の事項として、①事業者掘り起し、②後継者人材バンク

関係の取組、③金融機関・士業の活用、④関係機関との連携、⑤外部専門家

の活用、⑥ＮＮＤＢの活用等を評価。 

【センター運営に関する評価項目】（３０点） 

・ 事業引継ぎ支援センターの運営に関する事項として、①顧客満足度、②期日管

理、③守秘義務等コンプライアンス関係について評価。 

    

各センターについて、合計点数が高い順にＡ、Ｂ、Ｃの評価（相対評価）を行う。  
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（２）評価結果の概要 

（全体の概況） 

令和２年度の全体の状況としては、事業引継ぎに関する相談社数（件数）、成約件数

ともに過去最高の数字を更新した。相談社数については、コロナ禍の影響により、年度当

初は落ち込みを見せたが、年度後半には逆に増加に転じ、最終的に前年とほぼ横ばい、

１％増加の１１,６８６件となった。成約件数は、前年の１,１７６件から約２割増加し、１,３７

９件となった。全体成約数の増加については、センターによる各相談者へのきめ細かな対応

や、後継者人材バンクの取組み、ＮＮＤＢ等を活用した広域成約の取組み、外部機関との

連携強化等などにより、成約にまで至った案件数が増加し、最終的には過去最高の成約

件数となった。 

センター事業全体としては、令和２年度はコロナ禍の困難な状況の中、適切な取り組み

を実施し、成果が上がったものと評価できる。 

また、令和２年度から全国４８センター全てに後継者人材バンクが設置され、全センター

共通の事業となった。登録者数については、１,１６０件の登録と過去最高の件数となり、累

計登録者数では４,０５５件となった。成約件数についても３６件と過去最高となり、累計で１

３４件となった。 

全国４８センター共通の事業となった効果は適切に現れていると考えられる。 

 

（個々のセンターの状況）  

個々のセンターの状況を見ると、各センターに割り振られた目標数値の達成状況は、譲

渡相談件数については、目標達成したセンターは１７か所となった。昨年度の３２か所からは

大きく減少した形となった。成約件数については、１３か所のセンターが目標達成した。昨年

度の１５か所から減少する形となった。 

譲渡相談件数と成約件数の両方を達成できたセンターは８か所となり、昨年度の１２か

所から減少する形となった。８か所のうち７か所は昨年度と同じセンターとなっており、取り組

みの成果が上がっているセンターが固定化しつつある傾向がみられた。 

個々のセンターの具体的な評価の状況については次項に記述するが、今年度Ａ評価と

なったセンターは９センターであり、このうち、６センターは昨年度に続いてのＡ評価となってい

る。また、今年度Ｃ評価となった９センターのうち、４センターが昨年度に続いてのＣ評価とな

っており、更なる努力が期待される。 

 

（優良評価のセンター） 

令和２年度評価において、優良な評価（Ａ評価）となったセンターは、栃木県、埼玉県、

千葉県、愛知県、富山県、石川県、香川県、佐賀県、長崎県の各センターとなっている。 
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（３）各センターの評価結果 

 

 令和 2年度の各センターの評価結果及び事業の特徴等は以下の通り。 

 

センター 評価 事業の特徴等 

北海道 Ｂ 譲渡相談件数、成約件数ともに目標未達であったが、成約件数は前

期に続きセンターとして過去最高を更新し、後継者人材バンクで第１号

となる成約も達成した。一方、登録機関等の活用による２次対応成約

件数は前期に比し低調であった。全国一の広大な地域で効率的な支

援を実施するため２次対応を進める登録機関等や３次対応で協力する

外部専門家との更なる連携関係の構築が期待される。 

青森県 Ｃ 譲渡相談件数、成約件数とも目標未達であり、特に成約件数の未達

幅が大きかった。ＮＮＤＢやプラットフォームの活用には積極的に取り組ん

でいるがマッチングまでには至っていない。また、２次対応による成約が極

めて少ない。引き続き登録機関等や外部専門家との連携関係の構築

が重要な課題である。 

岩手県 Ｃ 譲渡相談件数、成約件数とも目標未達であり、特に成約件数の未達

幅が大きかった。県内各商工会議所とは定期な移動相談会を継続し

ているものの、北海道に次ぐ面積と交通インフラを考慮すると更に県内の

各支援機関との連携を強化することが重要な課題である。また、２次対

応による成約も極めて少ないため、登録機関等や外部専門家との連携

関係の構築も重要な課題である。 

宮城県 Ｃ 譲渡相談件数、成約件数とも目標未達であり、特に成約件数の未達

幅が大きかった。センタースタッフの弁護士、会計士が専門的な支援を

実施するケースもあったが、２次対応による成約実績はなかった。新規

相談の掘起しには県内の商工団体、金融機関など支援機関との更な

るの連携強化が、また案件成約には登録機関等や外部専門家との連

携強化が重要な課題である。 

秋田県 Ｂ 譲渡相談件数、成約件数とも目標未達であったが、成約件数は対前

期比では微増しセンターとしては過去最高を更新した。２次対応による

成約は前期に続き高い実績を維持し、また、他県センターとのマッチング

による成約が初めて実現した。県、市が独自予算で事業承継施策を進

め、センターと強固な連携体制にあり、更なる成果が期待される。 

山形県 Ｃ 譲渡相談件数は目標を達成したが、成約件数は大きく未達であった。

統括責任者補佐１名が庄内地域を拠点に活動することで、遠方の相

談者に対しても迅速に相談・支援できる対応を整えている。ＮＮＤＢは

積極的に活用しているも、登録機関等を活用した２次対応の成約件

数が少なく、外部専門家の活用と合わせて、引き続き重要な課題であ

る。 
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福島県 Ｂ 譲渡相談件数は目標を大きく超えるも、成約件数は目標未達であっ

た。なお、両件数ともセンターとして過去最高を更新した。ＤＭやアンケー

トを活用した積極的な掘起こしが相談件数の増加に結びついている。ま

た、２次対応による成約や他県センターとのマッチングによる成約が初め

て実現した。今後はＮＮＤＢの活用も増やすことでマッチング機会のさらな

る増加を図ることが望まれる。 

茨城県 Ｂ 譲渡相談件数はＤＭアンケート等も活用し目標達成。成約件数は目

標未達だが着実に伸長（昨年度比＋２９％）。昨年度に続き民間支援

機関登録等インフラ充実に注力。成約に繋がる譲渡相談の拡充に向

けて事業承継ネットワーク構成機関の活動活性化が次の課題。令和３

年度は事業統合を通じて付加される掘り起こし機能を活用し、商工団

体等構成機関連携の多様化・深化を図り課題対応に取り組まれたい。 

 

栃木県 Ａ 譲渡相談件数、成約件数共に目標を達成。成約件数は数年来、過

年度実績を更新中。構成機関連携が発達しており、商工団体職員と

の相談者宛帯同訪問等を通じて構成機関の機能向上にも資するハン

ズオン支援が特徴。譲渡相談受付ルートの拡大・多様化含め、構成機

関連携の開発・深化に注力しつつ、譲受候補先の開拓に繋がる広域マ

ッチングへの目配り等も常に意識して活動中。 

 

群馬県 Ｂ 譲渡相談件数は目標未達も達成率は全国平均超。成約件数も目標

未達ながらも３年連続件数増加中。マスメディア活用の広報等にも取り

組む一層の工夫も、譲渡相談件数が伸長せず成約件数にも繋がらな

かった。令和３年度は、事業承継ネットワーク事業との統合を契機に構

成機関との連携を積極化し、従前の金融機関、士業団体との紐帯に

加え、商工団体との連携強化を企図。事業者の掘り起こし活動を通じ

ての事業実績向上に期待。 

埼玉県 Ａ 譲渡相談件数、成約件数ともに目標を達成、成約件数は過去最高。

金融機関、商工団体などの支援機関と強力なネットワークを構築するこ

とで豊富な相談件数を確保。幅広い登録機関等の登録や広域マッチ

ング、ＮＮＤＢ登録に積極的に取り組むことにより、成約確率を高めてい

る。外部専門家活用と期日管理に少し改善の余地があり、令和３年度

の取り組みをお願いしたい。 

 

千葉県 Ａ 二期連続して譲渡相談件数、成約件数ともに目標を達成、いずれも

過去最高となった。首都圏はコロナ禍の影響を強く受けたが、事業承継

ネットワークと密接に連携するとともに、全国トップレベルの開催数となる

出張相談会を実施することで譲渡相談件数を増加させた。管理面でも

期日管理進捗率１００％など安定した業務遂行がなされている。足を

使った地道な掘り起し活動は特筆すべきものであり、今後一層の充実を

期待したい。 
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東京都 Ｂ 譲渡相談件数・成約件数ともに目標には届かなかったものの、成約件

数は過去最高で引き続き全国トップを維持。センタースタッフのＭ＆Ａに

関する実務経験は豊富で、譲受情報ストックも潤沢である一方、譲渡

相談件数が大きく減少する結果となっており、新たな情報掘り起し活動

が必要となっている。地道な支援機関との接点拡大やＮＮＤＢの積極的

な活用等により、目標達成に繋げる情報基盤の構築をお願いしたい。 

 

東京都
多摩地域 

Ｂ 譲渡相談件数、成約件数ともに目標には届かなかったが、成約件数は

過去最高となった。外部専門家の活用やＮＮＤＢ登録を軸とした目標

達成に向けた基盤構築への取り組みは評価できる。前年度に続き広域

マッチングに積極的で、神奈川センターとの間でマッチングした案件は後

継者人材バンクとしては特筆すべき充実した内容となった。コロナの影響

もあり、新たな譲渡情報収集ルートの開拓が課題となるが、引き続き地

道な掘り起し活動をお願いしたい。 

神奈川

県 

Ｂ 譲渡相談件数・成約件数ともに目標未達に終わったが、成約件数は

全国上位の実績を確保。県との共同アンケートや支援機関向けの研修

会・勉強会の実施、広域マッチングやＮＮＤＢ登録など、成約件数を増

やすための取り組みは評価に値する。譲渡相談件数を増やすため、事

業承継ネットワークとの連携の強さを活かして出張相談会の拡充を図る

など、掘り起し活動をより活性化できるよう創意工夫をお願いしたい。 

 

新潟県 Ｂ 譲渡相談件数、成約件数ともに目標未達。マスメディア広報や遠隔地

相談者へのＷＥＢ対応等に努めたが、従来型支援活動が不調で情報

交換等も限定され、譲渡相談受付段階で苦戦。再生支援協議会、よ

ろず支援拠点等との協調等、関係他事業との連携水準は高い。来年

度はネットワーク事業との統合を契機に構成機関連携を強化し、事業

者掘り起こし基盤の構築を図り、事業実績の向上に繋げられたい。 

 

山梨県 Ｂ 譲渡相談件数は目標達成。成約件数は未達だが全国平均超の達成

率。県の支援姿勢明確化のもと、金融機関等連絡会の設置（令和２

年１１月）、県内金融機関（４信金・信組）の民間登録支援機関登録

の順次進行等、連携基盤を飛躍的に整えた。従前より事業承継ネット

ワーク事業とは一体運営実施済。来年度も県を挙げての一体的な支

援態勢を通じて、更なる事業実績の向上に期待。 

長野県 Ｃ 譲渡相談件数、成約件数共に目標未達となった。集合型セミナー、研

修会等の広報普及活動に制約、新聞広告等の広報活動の試みや、

個別商工会議所との連携強化等に活路を求めたが譲渡相談件数が

伸長せず。出張面談等も自粛対象となり個別案件対応にも支障。民

間登録支援機関２者追加等、着実に運営体制強化に努めており、人

員増員、事業承継ネットワーク事業との統合効果等を通じて、令和３

年度の実績向上に期待。 
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静岡県 Ｂ 前年度と同じく、譲渡相談件数は目標に届かなかったが成約件数は目

標を達成。なお、譲渡相談件数は前年度並みであったが、成約件数は

約２割増加し過去最高となった。金融機関との連携が密接で、出向者

受入れの増員などさらに連携が深まりつつある。また、外部専門家を十

分に活用し、さらにその養成にも積極的。Ｍ＆Ａプラットフォーマーとの連

携にも創意工夫して取り組んでおり、低調なＮＮＤＢ登録件数の増加に

も繋がるものと期待される。 

 

愛知県 Ａ 譲渡相談件数・成約件数ともに目標を達成した。独自に１１回のＤＭ

発送や金融機関・事業承継ネットワーク等と連携した掘り起しに努め、

譲渡・譲受相談件数ともに過去最高となった。また、ＮＮＤＢの登録件

数も多く、登録機関等を積極的に活用した２次対応を中心に、近隣セ

ンターとも連携した効率的・効果的な支援に取り組んでいる。 

 

岐阜県 Ｂ 譲渡相談件数・成約件数ともに未達となった。ＤＭやＨＰからの掘り起し

が中心で、金融機関や事業承継ネットワーク等と連携が進まないことが

課題となっている。一方で、登録機関等を積極的に活用した２次対応

や広域でのマッチングの取り組みは評価できる。令和３年度は、事業承

継ネットワークとの効果的な統合を進め、金融機関や商工団体等と連

携した掘り起し強化と、併せて成約件数の目標達成を期待したい。 

 

三重県 Ｂ 譲渡相談件数は目標達成したものの、成約件数については、２次対応

での成約に繋がらず未達成となった。金融機関や関係機関等との連携

に努め、案件の掘り起しを強化している点は評価できる。 

一方、成約については、期日管理等によるフォローアップを強化し成約

増加に繋げているが、更に外部専門家や登録機関等を効果的に活用

して、目標達成に努力願いたい。 

 

富山県 Ａ 二期連続で譲渡相談件数・成約件数ともに目標達成した。金融機関

や商工団体との連携が徐々に強化され、着実に相談件数の増加に繋

がっている。また、本年度初めて登録機関等を活用した２次対応が６件

成約となるなど、地道な努力が成約目標達成に繋がった。引き続き、

堅実な努力を期待したい。 

 

石川県 Ａ センター開設以来、譲渡相談件数・成約件数ともに毎期増加、本年

度は両件数ともに過去最高となった。また、課題であった地域金融機関

との連携が強化され、定期的な情報交換を実施、掘り起しとＮＮＤＢを

活用した２次対応や広域マッチングの成果に繋がった。目標達成に向け

て、マスコミの活用や支援機関と連携した「掘り起し」・「支援の取組」は

顕著であり高い評価となった。 
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福井県 Ｂ 譲渡相談件数は目標達成。一方、成約件数は若干目標未達。今期

ＳＭ１名増となり、相談件数、成約件数共に増加できた。また、県、福

井市、事業承継ネットワーク事業との連携も順調に推進し、案件発

掘、士業育成等独自の取組みができた。北陸３県案件情報連絡会議

並びに福滋案件情報連絡会議を通じ、案件、運営情報の積極的な

取込みに注力。今後は外部専門活用と関連他事業との連携が課題。 

滋賀県 Ｂ 譲渡相談件数、成約件数ともに目標未達となった。前年に引き続きマッ

チングコーディネーター養成講座を開催し、士業の育成に注力。センター

間の情報共有としては２府１県（大阪・京都･滋賀）、福滋（福井・滋

賀）で参画し、センター間での案件情報を含めた情報共有に努めた。主

たる課題は案件の発掘・推進力とＮＮＤＢ活用であり、更なる成果を期

待したい。 

京都府 Ｂ 譲渡相談件数は目標達成。一方成約件数は目標未達ながら前年度

実績を上回った。地元信用金庫から前年度同様若手職員をトレーニー

として受け入れるなど連携を図った。「外部機関との連携」を方針として

掲げ、金融機関との共催セミナーや連絡会議も発足させた。センター間

の情報共有としては２府１県（大阪・京都･滋賀）に引き続き参画中。

主たる課題は案件推進力でＮＮＤＢ、マッチングコーディネーターの活用

することで克服が期待される。 

大阪府 Ｂ 前年度に引き続き譲渡相談件数、成約件数ともに大幅に目標を上回

った。統括責任者は地元知名度が高く、金融機関や士業団体等から

の講演依頼も多い。①セミナー参加者②金融機関紹介③アンケート調

査を中心に積極的に案件発掘を実施。事業承継ネットワーク構成機

関の活用や外部専門家の活用が主たる課題。 

兵庫県 Ｂ 譲渡相談件数は目標達成。成約件数は目標未達。認定支援機関と

連携し、相談対応や案件の進行・進捗管理に加え、セミナー等広報活

動も実施。また、マッチングコーディネーターを追加登録し、支援手法も

多様化しつつある。令和３年度はＰＭセンター化が予定され、センターの

支援体制強化、登録機関の拡充・活用により支援の拡充が期待され

る。 

奈良県 Ｂ 譲渡相談件数、成約件数とも目標未達ながら２次対応案件が初めて

成約した。案件掘起こしのため事業承継ネットワーク事務局、再生支援

協議会やよろず支援拠点との連携は従前どおり円滑に実施。和歌山セ

ンターと案件情報連絡会議を定期的に開催した。着実に案件の積み

上げ、推進力が向上しており令和３年度実績に期待する。 

 

和歌山

県 

Ｃ 譲渡相談件数、成約件数ともに大幅に目標未達となった。統括責任

者が交代したこともあり、引き続きセンターの知名度が低い。対応として

金融機関、信用保証協会との連携セミナーなどＰＲ活動に注力中。奈

良センターと案件情報連絡会議を定期的に開催し、情報共有にも注

力。案件発掘、推進力ともに拡充が必須。 
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鳥取県 Ｃ 譲渡相談件数、成約件数とも目標未達であり、全国平均の達成率も

下回る結果となった。新型コロナ禍による影響はあるものの譲渡相談企

業数が昨年度より減少しており、改めて県内における相談案件の発掘

（掘起し）の体制を再構築する必要がある。これに加え、成約件数を増

やすためにはＮＮＤＢの活用や２次対応の促進が必要である。今後の抜

本的な体制を再構築する観点から、認定支援機関の強いサポートが期

待される。 

島根県 Ｂ 譲渡相談件数は目標を達成したが、成約件数については目標未達で

あった。新型コロナ禍の影響で全体の相談件数が対前年比で３割減少

する中で、譲渡相談件数の目標を達成できたのは事業承継ネットワー

クや県が設置している事業承継推進員との連携によるもの。 

成約件数を今後増やしていくためにも、２次対応やＮＮＤＢ活用への積

極的な取組が期待される。 

岡山県 Ｂ 譲渡相談件数は目標未達ながらも、成約件数は目標を達成した。昨

年度の成約件数２６件から今年度の実績３８.５件（対前年比１２.５件）

は、大きな改善である。２次対応による成約やＮＮＤＢの登録状況は全

国平均を下回る状況が続いていることから、今後はマッチングコーディネー

ター等を用いた２次対応やＮＮＤＢの活用への積極的な取組が期待さ

れる。 

広島県 Ｂ 譲渡相談件数は目標未達ながらも、成約件数は全国トップクラスの順

位で目標を達成した。また、２次対応による成約件数も同様の実績で

あった。新型コロナ禍の影響下でありながら、新規相談件数は５２５件と

対年比で７％増加。県下の商工団体や金融機関との関係を強固に築

いており、相談ルート別の紹介件数では商工団体経由の新規相談は

全国トップ、金融機関紹介もトップクラスの紹介を受けている。ＮＮＤＢの

活用が進んでいないことから、今後の活用が期待される。 

山口県 Ｂ 譲渡相談件数、成約件数はともに目標未達であった。事業承継ネット

ワークとは一体的な運営を行っていた特徴があるが、譲渡相談件数、成

約件数の達成率は全国平均を下回る状況である。 

新型コロナ禍の影響もあるものの、全体の相談件数は対前年比で２

５％減少していることから、改めて掘起し体制の検討が必要と考えられ

る。また、成約件数を増やす観点から２次対応やＮＮＤＢの活用につい

て積極的な取組が期待される。 

 

徳島県 Ｂ 譲渡相談件数は目標未達ながらも、成約件数については目標達成し

た。認定支援機関の支援のもと県下の商工団体とは良好な関係を構

築。また、統括責任者や統括責任者補佐の出身金融機関との強力な

ネットワークにより多くの相談企業の紹介を受けられる体制を構築してい

る。ＮＮＤＢの登録や活用が進んでいないことから、今後は積極的な取

組が期待される。 
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香川県 Ａ 譲渡相談件数、成約件数ともに目標達成。出身金融機関との強力な

ネットワークが特徴であるが、今期は認定支援機関を含めて複数の商

工団体や基礎自治体との連携が進んでおり、きめ細かい案件発掘が行

える体制になっている。特に金融機関からの紹介件数（１９１件）は全国

トップであり、単に紹介を受けるだけでなく２次対応で、積極的に信金を

含めた地域金融機関へ案件紹介を行っている点にも特徴がある。 

 

愛媛県 Ｃ 譲渡相談件数、成約件数とも目標未達であり、全国平均の達成率も

大幅に下回る結果となった。新型コロナ禍による影響や事業承継ネット

ワークとの連携不足、認定支援機関変更に伴う混乱により、譲渡相談

件数が７割以上減少した。 

令和３年度については、新たな認定支援機関の強力な支援により、事

業承継ネットワークを含めた事業運営全体の再構築が必要である。 

 

高知県 Ｂ 譲渡相談件数は昨年に引き続き目標を大幅上回る件数で目標達

成、一方、案件成約は若干の目標未達だが、前年度実績を１３件上

回った。特に譲渡相談件数は全国トップクラスの件数を受けており、事

業承継ネットワークとの連携や県下の金融機関や商工団体との地道な

関係作りの結果によるものである。また、高知県移住促進・人材確保セ

ンターや基礎自治体との連携にも積極的であり、来期以降の活躍が期

待される。 

福岡県 Ｂ 譲渡相談件数、成約件数とも前年度より増加したものの、目標未達で

あった。後継者人材バンク登録希望者や譲受希望者について、定期的

に説明会を実施するなど、独自の取組を行っている。譲渡案件の掘り

起しとその後の対応にわたり、金融機関等との連携の一層の強化が課

題。 

佐賀県 Ａ 譲渡相談件数は目標に届かなかったが、成約目標は目標を達成した。

登録機関や外部専門家、ＮＮＤＢの活用を推進、県設置の事業承継

診断員等を通じた商工団体からの案件紹介も多く、バランスの取れたセ

ンター運営が行われている。後継者人材バンクの成約件数で全国ＮＯ１

となった。 

長崎県 Ａ 譲渡相談件数、成約件数とも目標を達成し、全項目で満点を獲得し

た。コロナ禍で制約がある中、人数を絞ったミニセミナーや少数での相談

会を増加させ、案件発掘の機会を確保。目標進捗の共有、センターメ

ンバー間の勉強会の実施など、全員の参加意識を高めるマネジメントも

他センターの参考となるものである。 

熊本県 Ｂ 譲渡相談件数、成約件数とも目標未達であったが、成約件数は前年

度比１３件増加し、広域マッチングへの取組も推進している。相談案件

を成約に結び付けるスキル・経験値は蓄積がされており、今後は案件掘

り起しに関し、課題である金融機関との関係強化及び事業承継ネット

ワークの構成機関等との連携を更に深めていくことを期待する。 
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大分県 Ｂ 譲渡相談件数、成約件数とも目標未達であった。事業承継ネットワー

クとの協働はしっかりと出来ており、一体となった取組が推進されている。

コロナ禍の影響もあり、特に譲渡相談件数は前年度比大きな減少を余

儀なくされたが、今後はＷＥＢの一層の活用等、現況を踏まえた創意工

夫を期待したい。 

宮崎県 Ｂ 譲渡相談件数、成約件数とも目標未達であったが、譲渡相談件数は

前年度比３割強増加した。地元新聞社や放送局を通じた広報に積極

的に取り組んでおり、また再生支援協議会とも定例で情報交換し、成

約に結び付けている。今後は２次対応案件を増やし、センター全体の成

約件数の積み上げを期待したい。 

鹿児島

県 

Ｃ 譲渡相談件数、成約件数いずれも目標未達に終わった。体制面の制

約もあり、外部の支援機関等との連携はまだこれからの状況。その中で

譲渡相談者の達成率は標準レベルの結果であり、潜在的な相談者は

有するものと考えられる。認定支援機関の支援のもと、今後の体制強

化が望まれる。 

沖縄県 Ｂ 譲渡相談件数、成約件数とも目標未達であったが、成約件数は前年

度比７件増加。２次対応比率は６３％と全国トップの実績を上げてお

り、２０２１年版中小企業白書に掲載された「デイゴホテル」もその一つで

ある。今後は、ＷＥＢ等の活用や事業承継ネットワーク等との連携等に

より、相談件数増加への一層の注力を期待したい。 

 

以上 

 

      

 

 


